
支払根拠資料の押印見直しについて

経緯 他市の動向

中核市（令和３年９月時点）

６１市中２７市が押印省略可能

近隣市（令和３年１１月時点）

全部省略[市原市]

一部省略[千葉市、浦安市ほか]

押印継続[野田市、我孫子市ほか]
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令和２年７月

総務省から押印等の見直しについて通知

令和３年４月

特例規則等で様式の押印義務付け廃止

（支払根拠資料除く）

令和４年２月

支払根拠資料の押印見直し方針策定

令和４年６月

予算会計規則改正や特例規則等により

一部支払根拠資料の押印義務付け廃止



検討結果

相手方登録のある債権者からの請求書は、

押印の省略を可能とする

（理由）

 押印のある相手方登録申請書で

既に振込口座を確認済のため

 相手方の負担を増やさないため

（請求書に担当者名、連絡先を記入する等）

効果(件数)

押印省略可能件数

年間支出命令件数

１８０，０００件

うち請求書あり

１２０，０００件

うち相手方登録あり（押印省略可）

１００，０００件
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100,000件

120,000件

180,000件



周知方法

市ホームページ

チラシ（契約課配架）

個別対応（各課支払担当）
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